
1

要　約

　近年，文部科学省が大学生の学習成果を向上
させるためにアクティブ・ラーニング（能動学
習）を推進している。特徴的な点は共同学習や
協働学習による分析，評価，創造のような高次
の思考スキルの開発である。2015年12月に，二
日間のグローバルビジネスとパートナーシップ
のための英語学生会議が阪南大学で開催され，
8 大学から 100 人以上の学生と教員が参加し
た。会議で，学生が 4 つの産業（電力，電子，医
薬品，通信）の大手企業によって提供される現
実世界の問題解決に取り組んだ。会議前には，
それぞれの産業・企業に関する自己学習教材
を学生に配布した。会議中，学生がグループで
問題を議論し，共同作業を通じて解決案を模索
し，最後に他のグループ，教員，企業の代表の
前にて英語で解決案を正式な形で発表した。会
議で使用する言語は英語だった。本論文では，
本学生会議，また会議で行われた共同学習・協
働学習のアクティブ・ラーニングについて説明
し，参加学生の反応および本学生会議の教育効
果について分析する。

Abstract
　In recent years，the promotion of active 

learning has become one of the main planks of 
MEXT’s efforts to improve learning outcomes 
for university students. Of particular focus 
is the development of higher order thinking 
skills，such as analysis，evaluation and 
creation through cooperative and collaborative 
active learning. In December，2015, over 100 
students and faculty from eight universities 
in Japan gathered for a two-day conference 
at which students engaged with real world 
problems provided by leading companies 
from four different industries. Students 
were individually provided with preparation 
materials prior to the conference. At the 
conference itself，students formed groups 
to discuss the problems and attempt to find 
solutions to them. Finally，presentations were 
made to representatives of the companies 
who provided feedback. The conference 
language was English，and all materials and 
presentations were in English. This paper 
reports on student attitudes to this event and 
to aspects of the active learning experienced，
and the educational effects of the student 
conference.
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Ⅰ　はじめに

　「聞かざることは聞くことに若かず。聞くこ
とは見ることに若かず。見ることは知ることに
若かず。知ることは行うことに若かず。」（“不聞
不若聞之，聞之不若見之，見之不若知之，知之
不若行之”）―荀子（約紀元前313年〜約紀元前
238年）
　上記中国古代の思想家荀子の名言は，アク
ティブ・ラーニングの重要性を示唆しており，
教育者が学生に対しグローバル時代を生き抜く
知識とスキルを身につけさせる革新的な方法を
見つけるためのヒントにもなる。
　グローバル化が進む現代社会において，地
域間および国家間の資本，商品，人の流れは非
常に速い。したがって，国や国民一人ひとりが
ローカルおよびグローバルに内在する新たな課
題に取り組み，解決策を見つけなければならな
い。その課題の一つが，新しい情報をどのよう
に取り扱うかにある。実際，デジタル時代に社
会ネットワークが大量の情報を生産，集積，処
理するこの新しい現実社会は「情報化社会」と
呼ばれている。しかし，21世紀のグローバル社
会に必要なのは，これらの情報を，より良い社
会を作るために伝達・利用できる知識に変換
するスキルである。また，この概念は経営学者
ピーター・ドラッカー（Peter Drucker, 1909-
2005）が名付けた「知識社会」と呼ばれることも
ある（Drucker, 1993）。ユネスコ（国連教育科学
文化機関）は「情報化社会という考えは技術的
ブレークスルーを基にしている（the idea of the 
information society is based on technological 

breakthroughs）」が，教育の利用と批判的思考
が求められる「知識社会という概念は社会的，
倫理的，政治的な幅広い要素を包含する（the 
concept of knowledge societies encompasses 
much broader social，ethical and political 
dimensions）」と 主 張 す る（UNESCO，2005，
p. 17）。UN（国際連合）によると，知識社会は

「技術革新だけではなく，人間，および個人の成
長，創造性，経験と参加性とも関連する（is not 
only about technological innovations，but also 
about human beings，their personal growth 
and their individual creativity，experience 
and participation）」（UN，2005）。
　また，英語は，学界やビジネス界を含み，
多くの国際フォーラムや組織で主要な言語
と な っ て い る（Crystal，2003; Graddol，2006; 
Lønsmann，2015）。実際，英語は，ネイティブ
スピーカーの数よりも多くの非ネイティブス
ピーカーによって使用されており，国際的共通
語としての唯一の現実的な選択肢となっている

（Jenkins，2007; Seidlhofer，2005）。そ れ ゆ え，
知識が過去，未来において常にあらゆる言語で
創出・伝達されるとしても，異文化間における
知識の交換は他の言語と対比して，英語である
可能性が高い。したがって，グローバル化する
国際的な環境で英語の言語能力の発達が非常に
重要であると言える。
　文部科学省（MEXT）は，この現実を認識
し，高等教育における英語学習機会の拡大

（MEXT，2010，2014）とともに，「知識基盤社
会 」（knowledge-based society）の 開 発 や グ
ローバル人材育成を推進する教育の必要性を呼
びかけている（MEXT，2003，2008，2013）。し
かし，日本人の若年層において，海外留学や海
外就労の希望者数は減ってきている（Dujarric 
and Takenaka，2014; 産 業 能 率 大 学，2015; 
Tanikawa，2011）。その主な理由の一つは，外
国語のスキルに対する自信の欠如であると思わ
れる。
　この問題に対処し，「知識基盤社会」に必要な
スキルを発展させるために提唱されている教育
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方法の一つがアクティブ・ラーニングである。
それについて，文部科学省は，「学士課程教育に
おいては，学生が主体的に問題を発見し，解を
見いだしていく能動的学修（アクティブ・ラー
ニング）や双方向の講義，演習，実験等の授業を
中心とした教育への質的転換のための取組を促
進する」との方針を表明している（文部科学省，
2013，p. 45）。経済協力開発機構（OECD）との
協議で文部科学省は，アクティブ・ラーニング
が重要な役割を担っていることを示唆している

（文部科学省，2015a）。学習意欲を喚起する方法
として，阪南大学においてもアクティブ・ラー
ニングが推進されている（阪南大学，2016）。

Ⅱ　アクティブ・ラーニングとは？

　今日においても日本では教育と学習の大部
分は教師中心の形で行われており（Kimura，
Nakata，and Okamura，2001; Nishino，2008），
多くの場合，知識のある教員が伝統的な教授法
を用いて一方通行的な知識の伝達を行ってい
る。
　通常，受け身である学習者は教えられた内容
の理解度を試験の点数で示すことが期待され
る。英語教育の場合，高校・大学進学のために
入学試験を受けることがその最たる例である。
残念なことに，このような指導や試験は生産能
力，つまり現代社会で成功するために必要なス
キルを増強したり評価したりはできない。しか
し，能動的学習（アクティブ・ラーニング）と
いう教育へのアプローチには，学習者自身に学
ぶ責任を持たせ，積極的な参加を必要とするこ
とによって，学習者を学習プロセスの中心に位
置させることで，この伝統的な慣例を打破する
目的がある。オックスフォード教育辞書には，

「アクティブ・ラーニングとは，19世紀から20
世紀初頭の学校でよく行われたように生徒も
しくは学生が教師から受動的に知識を授かり
記憶して正確に再現できるようになる事を目
的とせず，グループディスカッション，ロール
プレイ，または実験等のアクティビティを通し

て主体的に学習内容に取り組むことを奨励す
る 学 習（learning which encourages the pupil 
or student to engage actively with what is 
being learned through activities such as group 
discussion，role play，or experimentation，
rather  than  pass ive ly  rece iv ing  and 
memorizing knowledge or instruction from 
the teacher in order to be able to repeat 
it accurately，as was the practice in many 
19th- and early 20th-century schools）」と 記
載されている（Wallace，2015）。Prince（2004）
はより簡潔に「学習プロセスに学生を関与さ
せるあらゆる指導方法（as any instructional 
method that engages students in the learning 
process）」と定義している。
　1990年代に，Bonwell and Eison（1991）が高
等教育機関に教育への基本的なアプローチを再
考することを奨励する報告書を発表した後，ア
クティブ・ラーニングが脚光を浴び始めた。彼
らは，学生が問題を学習理解するためには，単
に専門家の講義に耳を傾けるだけではなく，読
み，書き込み，問題を議論し，問題解決に関わ
ることが必要だと主張した。Bonwell and Eison

（1991）はアクティブ・ラーニングを「学生に
ある物事を行わせ，行っている物事について考
えさせるためのあらゆるもの（anything that 
involves students in doing things and thinking 
about the things they are doing）」と 定 義 し

（Bonwell and Eison，1991，p. 2），1980 年代に
多くの研究者がこのようなアプローチを提唱し
ていたことにも注目した。Huffaker and Calvert

（2003）はこれを「現実世界の状況に即し，ロー
カルおよびグローバルな実践共同体を構築し，
そしてなによりも子供に教室内外

0

で学べる機
会を提供する魅力的なカリキュラム作成を奨
励 す る（encourages the design of engaging 
curricula that apply to real-world situations，
build local and global communities of practice，
and most importantly，provide opportunities 
for children to learn both inside and outside 
the classroom）」新しい学習の科学と呼んだ
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（p. 326）。
　アクティブ・ラーニングの有効性は広く認め
られている。例えば，Auster and Wylie（2006）
は，現在の教育環境およびビジネス環境におい
て，学生と大学の両方が卓越した教育を求めて
いると述べ，学生が職場で発揮すべきスキル
はアクティブ・ラーニングを通じて実践でき
ると主張している。研究調査において，Prince

（2004）は，アクティブ・ラーニングが大学の工
学プログラムで多用されている状況を報告し，
Freeman，et. al. （2014）は，アクティブ・ラー
ニングを用いて数学や科学を学ぶ学生の方が成
績が良く，落第する可能性が低いと言明してい
る。アクティブ・ラーニングの手法が非常に限
定的にしか使われていなかった経済学（Becker 
and Watts，1996; Christofferson，2002） の 分
野でも，最近，能動的な学生主体の教育手法
の 実 践 は 増 加 し て い る（Becker，Watts and 
Becker，2006; Buchs and Blanchard，2011; 
Roach，2014; Hettler，2015）。
　アクティブ・ラーニングによって学生や教員
が得られる利益は数多い。伝統的な学習方法と
比較し，教育心理学者ベンジャミン・ブルーム

（Benjamin S. Bloom，1913-1999）が 提 唱 し た
「教育目標の分類学」に示されるような高次の
思考スキル（図 1 を参照），つまり新たな知識を
分析，評価および創造する機会をより多く提供
すると言われている。学習内容について学生同
士が議論を交わすため，学生間の相互作用は高
いレベルに到達する。Lage and Treglia（1998）
は，共同学習やその他の非階層的アクティビ
ティ（non-hierarchical activities）が，論理的
思考が強く要求される分野を専攻する女子学生
の在籍率を増やす可能性があるという興味深い
結果を示している。また，教員も，様々な方法
を使って学生を評価できる。
　以下に，文部科学省（2015b）が挙げるアク
ティブ・ラーニングの一般的特徴を記載する。

（a） 学生は，授業を聴く以上の関わりをしてい
ること

（b） 情報の伝達より学生のスキルの育成に重き

が置かれていること
（c） 学生は高次の思考（分析，総合，評価）に関

わっていること
（d） 学生は活動（例：読む，議論する，書く）に

関与していること
（e） 学生が自分自身の態度や価値観を探究する

ことに重きが置かれていること
（f） 認知プロセスの外化※を伴うこと
※ 問題解決のために知識を使ったり，人に話し

たり書いたり発表したりすること

図1　改訂版ブルーム分類法
出所：Anderson, et. al., 2001; Bloom, et. al., 1956.

Ⅲ　�グローバルビジネスとパートナー
シップのための英語学生会議

　2015 年 12 月，阪南大学はグローバルビジ
ネスとパートナーシップのための英語学生会
議（英語名称：Asia Community Engagement 

（ACE） Student Conference 1 ））を開催した。本
会議は二日間にわたって行われる英語学生会議
であり，大学生とビジネスを結びつけ，学生間
の相互理解および意思疎通を図り，協働型問題
解決（collaborative problem solving）を通じて
21世紀に必要なスキルを身につけ，実際の企業
問題について学び，テクノロジーと英語を駆使
して実地体験を積むことができるように構成さ
れている。本会議は阪南大学教育センターのサ
ポートのもと，スチューデントコモンズにて行
われた。
　本会議の目的は，日本の大手企業が現実に直
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面する問題について解決策を模索する体験を学
生達に与えることにある。本年度の会議では，
4 つの異なる業種（電力，電子，医薬品，通信）
からそれぞれ提示された課題について，世界共
通語である「英語」を用いて議論を行った。
　事前準備段階から会議の最終段階まで，アク
ティブ・ラーニングの教育効果を高めるために，
様々な工夫が行われた。
　会議に先立って，秋学期の初め頃に，学生の
リサーチ力を鍛え，会議に参加する企業の基本
的な情報をインプットするために，学生にはス
タディガイドを配布した。スタディガイドは，
設問形式であり，前記 4 業種についての理解
を深め，学生の思考を刺激する意図で作成され
た。学生は，問題を解く形で，各企業に関する
知識（例えば，企業の特徴，所属産業の最新動
向，製品の特徴，市場規模，消費者の選好等）を
事前に学習した。
　会議では，各業種に属する大手企業の代表者
から実際の企業問題が提示された。学生を 6 〜
8 人からなる12のグループに分け，実際のグ
ローバルワーク環境に近づけるようにした。グ
ループ編成において，学生の出身校，性別，専
攻および英語のレベルをバランス良く編成し，
多様な意見交換ができるよう配慮した。二日間
にわたり，4 企業から出題された問題一つにつ
き三つのグループが取り組む形で解決案を検討
した。最終日の午後にプレゼンテーションとい

う形で企業代表者の前で発表し，フィードバッ
クを受け取った（表 1 を参照）。
　会議中，学生にパソコンおよびインターネッ
トを利用できる環境を提供した。インター
ネットリソースに触れることにより，学生は
深い学びと積極的な参加者になるという先行
研 究 が あ る た め で あ る（Agarwal and Day，
1998; Simkins，1999; Lee，Cheung，and Chen，
2005）。
　二日間，学生はグループ内で協働して問題解
決にあたった。問題を理解しその解決案を見つ
けるために，ブレインストーミングを行った。
グループディスカッションを行って，出てきた
アイデアを評価・分類し，より精錬された解決
案を模索した。合意に達した後は，皆の共同作
業で導き出した解決案のプレゼンテーションを
作成し，企業代表者に向けて英語プレゼンテー
ションを行った。
　 本 会 議 の 最 も 重 要 な 特 徴 は，共 同 作 業
に お け る 合 意 形 成 に 基 づ い て 企 業 問 題 を
解決する形で，英語教育，学生主体の協働
学 習（collaborative learning 3 ））， 共 同 学 習

（cooperative learning 4 ）），問 題 解 決 型 学 習
（PBL: problem-based learning 5 ））を盛り込ん
だアクティブ・ラーニング環境を作り上げるこ
とにある。協働学習は「学生が共通の目標に向
かって小グループで共同作業する教育方法（any 
instructional method in which students work 

表1　本学生会議の内容および形式

　 企業問題 1
（電力）

企業問題 2
（電子）

企業問題 3
（医薬品）

企業問題 4
（通信）

グループＡ 6 〜8 名学生 6 〜8 名学生 6 〜8 名学生 6 〜8 名学生
グループＢ 6 〜8 名学生 6 〜8 名学生 6 〜8 名学生 6 〜8 名学生
グループＣ 6 〜8 名学生 6 〜8 名学生 6 〜8 名学生 6 〜8 名学生

一日目
（全日）

学生は指定されたグループで与えられた企業問題の解決案を検討し，解決案のプレゼンテーション
を作成した。

二日目
（午前）

学生は一日目と同じグループで解決案のプレゼンテーションを修正し，プレゼンテーションの練習
をした。

二日目
（午後）

学生は企業代表者に向けてグループでの英語プレゼンテーションを行い，企業代表者からフィード
バックを受け取った。同じ企業問題を担当するほかのグループもそのプレゼンテーションを聞き，
質疑およびコメントをした。2 ）
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together in small groups toward a common 
goal）」であり，共同学習は「構造化されたグ
ループワークで学生が共通の目標を追求する
こと（a structured form of group work where 
students pursue common goals）」で あ り，問
題解決型学習は「関連のある問題を教育サイク
ルの開始時に取り上げ，その問題をその後に続
く学習のためのコンテクストや動機付けに用
いる教育方法（an instructional method where 
relevant problems are introduced at the 
beginning of the instruction cycle and used 
to provide the context and motivation for the 
learning that follows）」で あ る（Prince，2004，
p. 1）。本会議で学生に行われた学習アプロー
チは，文部科学省（2015b）および上記に定義さ
れたアクティブ・ラーニングの諸特性を非常に
よく反映している。

Ⅳ　研究課題�

　今回の学生会議におけるアクティブ・ラーニ
ングの教育効果，そして阪南大学の学生が今回
のアクティブ・ラーニング体験をどのように
認識しているかを把握するため，阪南大学の学
生を対象に 2 つのアンケートを実施した。一つ
は，会議の初日（一日目）の最初に行われ，もう
一つは，会議の最終日（二日目）の最後に行われ
た。
　一日目のアンケートに18人が回答し，二日目
のアンケートに15人が回答した。

　本論文では，下記の三つの研究課題に焦点を
当て，アンケート結果について分析を行う。 

（1）事前学習（企業問題についての学習および
英語学習）は役に立ったのか。

（2）会議の協働的（collaborative）側面は学生の
学習の役に立ったのか。

（3）学生にとって会議でのアクティブ・ラーニ
ング体験が有意義であるのか。

Ⅴ　アンケート結果についての分析

　学生のアンケート回答から，今回のアクティ
ブ・ラーニング体験に対する興味深い反応が多
く示されている。ここでは，その中から最も注
目に値する反応を取り上げ，アクティブ・ラー
ニングの教育効果と関連して分析する。

（ 1）�研究課題 1：事前学習は役に立ったの
か。

①　事前準備・予習に費やした時間
　学習活動への準備はアクティブ・ラーニング
の重要な側面である。学生が学生会議に十分な
準備ができるように，学生全員に事前学習用の
スタディガイド（英語資料）を配布した。この事
前学習資料には，関連する産業・企業について
の解説，読解練習および産業・企業に関する問
題集等があった。問題集は，学生の関心・思考
を喚起し，会議でほかの学生と一緒に議論され
る問題への理解を深めるために作成したもので
ある。
　事前準備（スタディガイドを用いた予習）の
段階では，学生は業界用語の英語語彙をよく調
べたうえで理解し，四つの産業・企業について
情報を収集し，問題集にある問題の答えを準備
することが要求された。事前準備・予習は，学
生会議を通じて学生の学習効果を高める具体的
な工夫の一つである。
　学生は，会議前にこの自己学習資料に取り組
むために多くの時間を費やしたと回答した（図
2 を参照）。

②　事前学習資料の難易度
　大多数の学生は，事前学習資料が難しいと回
答した（表 2 を参照）。なぜ大多数の学生は事
前学習資料が難しいと感じたのか。考えられる
理由の一つは，学生全員は 1 〜 2 年生（ほとん
どは 2 年生）で，専門知識の蓄積がまだ少なく，
産業・企業関連の専門性の高い問題について考
えるのが彼らにとってはじめての経験であっ
た。考えられる理由のもう一つは，事前学習資
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料はすべて英語で作成されており，そして，英
語は皆の第二言語である。

③　事前準備への評価
　大多数の学生は，事前準備について，高い評
価を下した。例えば，事前準備が担当課題の良
い解決案を見つけるという目標の達成に役立っ
たと答えた学生の割合は 71％（「とても役に

たった」と答えた学生の割合と「役にたった」と
答えた学生の割合の合計）である（図 3 を参照）。
また，64％（「とても役に立った」と答えた学生
の割合と「役に立った」と答えた学生の割合の
合計）の学生は，事前準備は，良いプレゼンテー
ションができるという目標の達成に役立ったと
答えた（図 4 を参照）。

図2　今回の学生会議のために，何時間を使って，準備・予習をしていましたか。

図3　�事前準備は，担当課題の良い解決案を見つ

けるという目標の達成に役立ちましたか。

全然役に立たなかった

7%
あまり役に立たな

かった
22%

役に立った

50%

とても役に立った

21%

図4　�事前準備は，良いプレゼンテーションがで

きるという目標の達成に役立ちましたか。

全然役に立たな

かった
7%

あまり役に立たな
かった
29%

役に立った

50%

とても役に立った

14%

表2　会議の前にもらった準備資料・問題集の難易度はどうでしたか。

とても簡単 やや簡単 簡単か難しいか，
どちらとも言えない やや難しい とても難しい

0.0% 0 .0% 29 .4% 47 .1% 23 .5%
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（ 2）�研究課題 2：会議の協働的側面は学生
の学習の役に立ったのか。

①　学生同士の共同作業
　今回の学生会議では，学生（グループメン
バー）間の相互作用を通してアクティブ・ラー
ニング環境を学生に提供した。すべての学生
が，会議のこの協働的側面は解決案を見いだす
ための共同作業に「役に立った」または「とても
役に立った」と回答し，85.8％の学生は，プレゼ
ンテーションを準備する際において学生同士の
共同作業が解決案のプレゼンテーションに「役
に立った」または「とても役に立った」と回答し
た（表 3 を参照）。

②　様々な体験の学習への役立ち度
　事前準備における多様な体験について学習へ
の役立ち度で順位づける設問の結果（図 5 と表
4 を参照）であるが，学生は，他の学生と意見
交換することが最も役に立ったと答えた。2 番
目と 3 番目に役立ち度が高いと思われたのが，

「ビジネスや経済についての専門用語・語彙を
増やすこと」，「自分担当の産業についての専門
知識を勉強すること」であった。興味深いこと
に，「先生からアドバイスをもらうこと」は，学
生にとって，提示された 6 項目のうち，最も役
立ち度が低かった 6 ）。この結果は，アクティブ・
ラーニングの有益さが学生間の相互作用と協働
を促進することを示唆している。

表3　ほかの学生との共同作業は役立ちましたか。

全然役に立たな
かった

あまり役に立た
なかった 役に立った とても役に立った

解決案を見いだすた
めの共同作業 0.0%  0 .0% 64 .3% 35 .7%

プレゼンを準備する
ための共同作業 0.0% 14 .2% 42 .9% 42 .9%

図5　�次の準備活動のうち，役に立ったものを，順位をつけて選んでください（一番役に立ったものは

「1」，次に役に立ったものは「2」…一番役に立たなかったものは「7」にしてください）。

0 2 4 6 8 10 12 14

役に立ったものは特になかった。

会社から提起された社会・経済関連の問題を研究すること

先生からアドバイスをもらうこと

ほかの学生と意見交換すること

自分担当の会社に関する事前練習問題集の答えを準備すること

自分担当の産業についての専門知識を勉強すること

ビジネスや経済についての専門用語・語彙を増やすこと 順位1位

2位

3位

4位

5位

6位

7位

（人）
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（ 3）�研究課題 3：学生にとって会議でのア
クティブ・ラーニング体験が有意義であ
るのか。

　全体の結果から言えば，学生は今回の会議の
有意義性についてとてもポジティブな考えを
持っていた 7 ）。  

① 　実世界のビジネス問題を解決する形で英語
を練習することについて

　すべての学生は実世界のビジネス問題を解決
する形で英語を練習することが有意義だと答え
た（表 5）。特筆に値するのは，「有意義だった」
と答えた学生の割合（64.3%）は，「どちらかと言
うと有意義だった」と答えた学生の割合（35.7%）
より圧倒的に多いことである。これは，問題解
決型アクティブ・ラーニング（Problem-based 
active learning）の英語教育や経済教育への適
用可能性を支持する結果である 8 ）。 

②　会議の特定内容の有意義性について
　研究課題 2 で述べた学生間協働の有用性に関
する結果は，会議の特定内容（7 項目）の有意義
性を尋ねる別の設問の結果（図 6 と表 6 を参照）
と整合性がある。例えば，学生は，「グループの
中で話しあって（アイデア・意見の交換をして），
グループの提案を構築すること」が最も有意義
だと思った。ここでも，事前準備の段階と同じ，

「先生からアドバイスをもらうこと」は学生に
とって，それほど有意義ではなかった 9 ）。 
　学生にとってグループメンバーとの協働が最

も役に立ち，そして，最も有意義であるという
結果は，グループメンバー間の相互作用が学生
の学習参加を促し，学習意欲を高めることを示
唆している。

③　英語力の向上について
　英語に苦手意識を持っている一部の学生か
ら，ネガティブな回答ももらった。例えば，「今
回の学生会議に参加できて，嬉しいと思います
か。」という設問（表 7 を参照）に対して，過半
数の学生は「嬉しい」または「とても嬉しい」と
答えたのに対して，1 人の学生は「全然嬉しく
思わない」と答え，コメント欄に「英語力に自信
がないから」という理由を書いた。
　学生に自分の課題完成状況・パフォーマンス
に満足しているかと聞いたところ，「満足して
いる」と答えた学生は30.8％にとどまった（表 8
を参照）。そして，1 人の学生は「英語力がなく，
しっかりと伝えることができなかった」という
理由で「あまり満足していない」と答えた。
　これらの結果から，一部の学生にはより多く
の英語の練習が必要であることがわかる。
　しかしながら，学生の回答から，今回の英語
学生会議が英語力を向上するには有益であると
の感想が窺われる。例えば，前出した表 4 の結
果が示すように，すべての学生は実世界のビジ
ネス問題を解決する形で英語を練習することが
有意義だと感じている。また，表 9 に示されて
いるように，9 割以上の学生は実際のビジネス
問題を解決する形で英語を練習することが英語

表4　図5にある各項目の順位平均点

順位平均点

順

位

が

上

ほかの学生と意見交換すること 2.33 
ビジネスや経済についての専門用語・語彙を増やすこと 2.67 
自分担当の産業についての専門知識を勉強すること 3.69 
会社から提起された社会・経済関連の問題を研究すること 3.92 
自分担当の会社に関する事前練習問題集の答えを準備すること 4.09 
先生からアドバイスをもらうこと 4.18 
役に立ったものは特になかった。 6.55 
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表7　今回の学生会議に参加できて，嬉しいと思いますか。

全然嬉しく
思わない

あまり嬉し
く思わない

どちらとも
言えない 嬉しい とても嬉しい

7.7% 0 .0% 38 .5% 46 .2% 7 .7%

表5　�今回の学生会議に参加し，実世界のビジネス問題を解決する形で

英語を練習することは，あなたにとって有意義でしたか。

有意義だった。 64 .3%
どちらかというと有意義だった。 35 .7%
有意義ではなかった。 0.0%

図6　�今回の学生会議で行われた次の活動のうち，あなたが有意義

だと思ったものを，順位をつけて選んでください（一番有意

義と思ったものは「1」，次に有意義と思ったものは「2」…

一番有意義ではないと思ったものは「7」にしてください）。

0 2 4 6 8 10 12 14

会議が終わった後、皆と一緒に食事し、交流すること

最後のグループ発表

グループ発表の中の自分の担当箇所を準備すること

グループ発表のパワーポイント資料を作成すること

先生からアドバイスをもらうこと

グループの中で話し合って（アイデア・意見の交換をして）、

グループの提案を構築すること

自分自身の提案を考えること
順位1位

2位

3位

4位

5位

6位

7位

（人）

表6　図6にある各項目の順位平均点

順位平均点

順

位

が

上

グループの中で話しあって（アイデア・意見の交換をして），
グループの提案を構築すること 2.09 

自分自身の提案を考えること 2.92 
グループ発表の中の自分の担当箇所を準備すること 3.67 
グループ発表のパワーポイント資料を作成すること 4.08 
最後のグループ発表 4.55 
先生からアドバイスをもらうこと 5.00 
会議が終わった後，皆と一緒に食事し，交流すること 5.73 
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力の向上に役に立ったと答えた。

④　本会議から得られた学習成果について
　今回の学生会議を通して得られた学習成果
について，学生に提示した 6 項目ではすべてポ
ジティブな回答を得られたが，「英語コミュニ
ケーション力」「グループで共同作業する能力」
が向上したと答えた学生は突出して多かった

（図 7 を参照）。
　実は，これらの知識・能力は，教員（会議組
織者）が学生に身につけてほしいと考えている
ものである。したがって，今回の英語学生会議

で用いられた協働的なアクティブ・ラーニング
のアプローチは予定していた学習効果が得ら
れ，成功したと言えよう。

Ⅵ　まとめ

　本論文では2015年12月に阪南大学主催の英
語でアクティブ・ラーニングを行うことを意図
した学生会議の教育方法および学生に対しての
教育効果を詳しく述べた。大学教育のこのよう
なアクティブなアプローチが学生の英語および
ビジネスや経済学の分野への動機と理解の深さ

表8　�あなたは，今回の学生会議での自分の課題完成状況・パフォーマンス

に満足していますか。

全然満足して
いない

あまり満足
していない

どちらとも
言えない 満足している とても満足

している
0.0% 7 .7% 61 .5% 30 .8% 0 .0%

表9　�実際のビジネス問題を解決する形で英語を練習することは，あなたの

英語力の向上に役に立ちましたか。

全然役に立た
なかった

あまり役に立
たなかった

どちらとも
言えない 役に立った とても役に

立った
0.0% 0 .0% 7 .1% 50 .0% 42 .9%

図7　�今回の学生会議を通して，あなたはどのような知識・能力

を向上しましたか。あてはまるものを全部選んでください。

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

英語コミュニケーション力

英語プレゼン技能

グループで共同作業する能力

産業・ビジネス・経済に関する知識

ビジネス関連の課題を解決する能力

ビジネス場面での実践英語力
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を向上させることを分析結果は示唆している。
　グローバル化によって，世の中，特に科学技
術，国際関係，ビジネス等の分野は目まぐるし
く変化し，長期的な視線で将来を想像するのは
無理に近い。10年，20年の比較的短い期間でも
正確に予想するのは難しい。しかし，21世紀の
市民が持つべき重要な要素が 2 つあると思われ
る。一つは，世界の共通語である英語を駆使し
ながら，多文化・異文化的な状況下で効果的に
機能する能力であり，もう一つは教育現場や職
場で発生する予期できない問題や課題等に対し
分析力や評価力のような高次の思考力を適用す
る能力，そして急速に変化する社会において解
決策を創造する能力である。
　アクティブ・ラーニングは学生が将来出会う
チャレンジや問題に取り組めるため，高次思考
力と学力を開発する効果的な方法として提案さ
れている。
　2015年12月に阪南大学が主催した英語学生
会議では，学生が事前に経済やビジネスに関連
する理論，概念そして英語の語彙を理解する準
備だけでなく，具体的な状況にその知識を適用
する必要もあった。また，この会議では，学生
に英語教育，学生主体の協働学習，共同学習，
問題解決型学習を盛り込んだアクティブ・ラー
ニング環境を提供し，学生が従来の教室では体
験できないアクティブ・ラーニングに参加し，
問題解決能力を発展する機会を与えられた。更
に，会議では伝統的な「教員対学生」の関係より
も濃い関係，つまり，仲間（グループメンバー），
グループメンバー以外の学生，教員，企業代表
者の四つの参加者による多次元的相互作用シス
テム（multi-lateral interaction system）が構築
された。本会議は，Krashen（1981）が言うとこ
ろの「話者は発言の形式ではなく，伝えようと
するメッセージおよび理解しているメッセージ
を意識する（in which speakers are concerned 
not with the form of their utterances but 
with the messages they are conveying and 
understanding）」という意味のある相互作用を
実行できる機会を提供した良い例である。

　結果として，本会議がもたらした学習体験に
対する学生の反応は好意的なものであった。会
議前後に実施された調査の結果は，英語力，ビ
ジネスや経済の知識，共同作業，相互作用，コ
ミュニケーションやプレゼンテーションの作成
と発表等の数々の面で，会議自体および会議に
内包されたアクティブ・ラーニングが学生に
とって有意義なものであったことを明示してい
る。
　本論文は，新しい教育アプローチのほんの一
部に触れただけであり，教育スタイルや学習ス
タイルを更に拡大・発展させるために検討すべ
き興味深く重要な問題はまだまだ残っている。
例えば，調査結果により，学生が四つの多次元
グループの中で学生間の相互作用を最も重視す
ることが分かったが，なぜ教員との相互作用が
低く位置付けされるのかを検討すべきであろ
う。更なる研究を行い，学生個人の学習努力，
性格，学歴等の様々な要因がアクティブ・ラー
ニング体験に対する印象や反応に与える影響も
検討していく必要がある。
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　グローバルビジネスとパートナーシップのた
めの英語学生会議の開催にあたり，ご協力をい
ただいた阪南大学教育支援課の方々に謝意を表
する。

注
1） ACE Student Conferenceは阪南大学と近畿大学

が交代して主催する英語学生会議である。
 （詳しくは，http://acestudentconference.weebly.

com/を参照）。今回は，阪南大学の 2 回目の主催
となる。

2） グループ間の相互作用を促進するために，このよ
うな形を取った。

3） 「協調学習」とも訳される。
4） 「協同学習」，「協力学習」とも訳される。
5） 「問題基盤型学習」とも訳される。
6） 事前準備の段階では，学生は教員から，企業・産業，

英語，情報収集などについてのアドバイスを受け
た。

7） 一部の学生は今回の学生会議についての感想（例
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えば，会議から学んだことや今後の学生会議につ
いてのアドバイスなど）も書いた：（1）事前にプ
レゼンテーションで話し合わねばならない問題点
を決めておいて欲しい。JUEMUNのように，どう
いった問題点があるのかを，示した上で，プレゼ
ンテーションにとりかかれるようにしたい。（2）貴
重な体験が出来た。（3）自分の英語力の無さを痛
感した。（4）英語を使う機会が得られた事が何よ
りも嬉しい。緊張もあったが楽しさが最終的には
勝り，非常に良い学生会議だった。（5）共同作業。

（6）この様な会議に参加したのは初めてなので，
刺激になりました。

8） ここの「経済教育」とは，経済学・経営学・商学な
どを含む広く経済・ビジネスに関する教育を指す。

9） 会議中では，学生は教員から，企業・産業，英語，
情報収集，プレゼンテーションなどについてのア
ドバイスを受けた。
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